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特集Ⅰ：東アジア，ASEAN諸国におけるUHCに資する人口統計システムの整備・改善

に関する総合的研究

インドネシアの人口統計制度をめぐる現状と課題

―センサスと人口登録システムを中心に―

中 川 雅 貴

Ⅰ．はじめに

2021年1月にインドネシア中央統計庁（BadanPusatStatistik,以下BPSと略）が公

表した2020年センサスの速報結果によると，インドネシアの人口は前回2010年センサスか

ら3,256万人増加し， 2億7,020万人に達した（BPS2021a）．東南アジアで最大の人口規

模をもつインドネシアでは，地域内の他の国と比較しても高い人口増加率が維持されてき

たが，今回のセンサス結果に基づく過去10年間の年平均人口増加率は1.25％となり，前回

センサスまでの10年間の平均1.49％と比較すると人口増加の勢いは減速していることが示

された．国連人口部による中位推計では，2020年のインドネシアの人口は2億7,352万人

（UN 2019），同じくインドネシア政府による直近の将来人口推計では 2億7,106万人

（BPS2018）とされていたことを踏まえると，人口増加率の低下は想定以上であったこと

がうかがえる．
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本稿は，置換水準を捉えつつある出生率の低下や中高年死亡率の著しい改善といった人口動態の

新たな段階に差し掛かったインドネシアを対象に，人口統計システムの現状および課題についての

整理と検討を行った．多くの発展途上国と同様に，インドネシアでは全国レベルの住民登録および

動態統計（CivilRegistrationandVitalStatistics:CRVS）システムの整備が進んでおらず，人

口動態のモニタリングや分析も，静態統計や各種の標本調査といった代替的なリソースに依存する

状態が続いている．内務省，保健省，国家家族計画調整委員会などの機関が，それぞれの行政目的

に沿って独自の人口登録システムやデータベースを運用しているが，いずれもカバレッジや精度に

問題があり，信頼性の高い人口統計を提供するには至っていない．こうした状況の中，国内約800

万人を対象とする人口動態の大規模な標本登録システム（SampleRegistrationSystem:SRS）

が2014年に立ち上げられており，今後，SRSから得られた知見が全国レベルの人口動態統計シス

テムの整備に活かされることが期待される．また，2020年センサスの実施に際しては，内務省が管

理する住民登録システムによる情報が部分的に活用されるなど，各省庁や地方行政機関が独自に管

理・運用する行政データの共有も進みつつある．
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人口増加の減速は，出生率の急速な低下をはじめとする人口動態の変化とともに，人口

構造の変化を伴って進行している．同じく2020年センサス結果によると，生産年齢人口割

合は70％を超える一方で，15歳未満の年少人口割合は23％にまで低下しており，65歳以上

の老年人口割合に若干の上昇がみられるものの，従属人口指数は42にまで低下している

（BPS2021a）．これは，前回2010年センサスによる従属人口指数と比較して10ポイント

近い低下であり，インドネシアは人口ボーナスのピーク期に突入していると言える．出生

率の低下による年少人口割合の減少は，これまでのところ従属人口指数を低下させる方向

に作用しているが，この状況が続くと，やがて生産年齢人口の相対的な縮小と老年人口の

拡大を通じて，従属人口指数は上昇を続けることになる．実際，2020年センサス結果の公

表に際してBPSのSuhariyanto長官は，「人口ボーナスのピークは2021年で，2036年に

はボーナスが消える」との見通しを述べている１）．これは，上述の国連推計およびBPS

推計によって想定されたよりも，従属人口指数が反転上昇するタイミングが早く，人口ボー

ナスの期間も短くなることを意味するが，いずれにせよインドネシアの人口高齢化は，今

後急速に進むことが見込まれる．

長らくインドネシアでは，家族計画プログラムの実施およびそれに関連する妊産婦や乳

幼児の健康，そして若年人口の人的資本形成といった課題が，社会開発関連施策の中心に

位置づけられてきた．このため，人口高齢化への対応については，政策的関心も優先度も

相対的に低い状況が続いてきた（Ananta2012;Hugo1992;Hull2005;McDonald

2015）．しかしながら，人口構造の変化の加速は，各種の社会保障制度の整備，保健福祉

サービス需要の変化への対応，そして公衆衛生上の新たな課題への対応が急務であること

を示唆している．加えて，出生率が地域差を伴いながらも全国レベルでは置換水準をうか

がう水準にまで低下する中で，従来の家族計画プログラムそのものについても，多面的な

評価と見直しを検討する段階にあると指摘されている（Hull2016）．

こうした状況において，人口統計，とりわけ出生や死亡（死因を含む）といった動態事

象に関する統計システムの整備の重要性がいっそう増している．全国レベルでの住民登録

および動態統計（CivilRegistrationandVitalStatistics:CRVS）に依拠した精度の高

い人口分析は，各種の施策の立案と評価に欠かせないものである．例えば，国連による

「持続可能な開発目標」（SustainableDevelopmentGoals:SDGs）において設定されて

いる指標のうち，その算出に際して質の高いCRVSシステムが必要となる指標の数は67

指標に上る（Millsetal.2017）．しかしながら，他の多くの発展途上国と同様に，イン

ドネシアでも全国レベルのCRVSシステムの整備は進んでおらず，人口動態のモニタリ

ングや分析も，静態統計や各種の標本調査といった代替的なリソースに依存しているのが

現状である．また，世界第4位の人口規模をもつインドネシアは，未登録児の数が世界で

最も多い国の一つでもあり，住民登録のカバレッジ拡大と人口動態統計の整備が，政府の
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1）"Indonesia'sDemographicDividendReachesPeakin2021",JakartaGlobe,January22,2021.

https://jakartaglobe.id/business/indonesias-demographic-dividend-reaches-peak-in-2021/（2022年3月31

日最終アクセス）



貧困削減政策における喫緊の課題の一つとして取り組まれている（Kusumaningrumet

al.2016）．

本稿では，これらを踏まえて，インドネシアの人口統計システムの現状と課題について

の整理と検討を行う．とくに，住民登録制度に基づく人口動態統計が未整備な状況での人

口動態の把握に関する状況を把握したうえで，各省庁よって独自に運営されている人口登

録システムについて概観する．次節では，センサスをはじめとする各種の人口調査の展開

および実施状況を説明したうえで，それらの調査データに依存した人口動態のモニタリン

グおよび分析の状況について述べる．

Ⅱ．インドネシアの人口センサスと各種の人口調査

1. 人口センサスの展開

インドネシアでは，オランダ統治時代の18世紀末より「人口登記」を意味する

BurgerlijkeStandなど，各種の人口調査が実施されていた記録が残っている．しかし，

これらは対象とされる地域も極めて限定的であり，近代的な人口センサスの原型とみなす

ことはできないと言うのが一般的な評価である（Gardiner1982;Muhidin2002;上田

1982）．また，T.ラッフルズ（ThomasS.Raffles）により暫定的にイギリスの統治下に

置かれた19世紀初頭（1811～1816年）には，LandRentRegistrationSystemを通じて

住民に関する統計を作成する試みが行われていたが，それまでのオランダ統治時代と同様

に，対象地域はジャワ島のごく一部に限られており，データの収集方法も，村の代表者か

らの口伝や視察に基づく推測に依拠するものであった（Gardiner1982;Nitisastro

1970）．

20世紀に入ると，オランダの総督府においても植民地経営のための質の高い諸統計の必

要性が認識されるようになったが，なかでも人口統計の整備はその最優先課題であった．

1920年には初の人口センサスが，ジャワ島およびその他の幾つかの島で実施された．人口

センサスは，その後1930年にも実施され，インドネシアの人口に関する基本情報を把握す

るための組織と形式がオランダ統治下において整備されつつあったが，こうした試みは，

第二次世界大戦の勃発とそれに伴う日本軍による統治，そして第二次世界大戦後の独立戦

争へと続く混乱により一時的に中断を余儀なくされた（Muhidin2002；上田 1982）．

第二次世界大戦後のセンサスが初めて実施されたのは1961年である．当時，戦後に独立

を達成したアジア・アフリカ諸国に対する国際的な社会経済開発援助の一環として，各国

のセンサスをはじめとする統計調査の実施についても，国連を中心とする国際機関や先進

国からの資金的・技術的援助が積極的に行われていた．インドネシア独立後の初のセンサ

スともなった1961年センサスも例外ではなく，その内容および実施のプロセスは，「当時

としては最新の調査組織による」（上田 1982:169）ものであった．

上述のとおり，戦前のセンサス（1920年・1930年）では，調査対象地域もジャワ島とそ

の近隣の小島に限られており，調査内容も現住地のほかは国籍や識字といった基本的なも
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のに限定されていたが，この1961年センサスでは，対象地域がインドネシア全土に拡大さ

れ（パプア島 =西パプア州および東ティモール地域を除く），出生や移動に関する項目

も加えられた．全国規模の調査に基づく人口統計を作成するという目的において，1961年

センサスはインドネシアで初めて実施された本格的な近代センサスとして位置づけられる

（Gardiner1982;Muhidin2002;Nitisastro1970;上田 1982）．

この1961年人口センサスを契機として，多目的の標本調査や労働力調査，家計調査など

がインドネシアにおいて実施されるようになったが，こうしたインドネシアにおける近代

的な統計調査の実施を制度的に担保したのが，1960年の中央統計局（BiroPusat

Statistik:BPS）の設立である２）．また，同じ年に出された政令（Undang-undangNo.6

Tahun1960およびUndang-undangNo.7Tahun1960）により，センサスが10年ごと

に実施されることが定められた．

1990年の第4回センサスまでは，ショートフォームによる悉皆調査とロングフォームに

よる標本調査の2つのモジュールによって実施された．この方式では，既往出生数や移動

歴（前住地），国籍，宗教といった詳細な人口学的属性のほか，教育や就業状態など社会

経済的属性に関する設問は，ロングフォームに含まれていた．2000年の第5回センサスか

らは，ショートフォームによる悉皆調査に一本化された．これにより，詳細な項目を含む

人口学的属性に関する設問がセンサスによってカバーされる一方で，それまでロングフォー

ムの対象とされた社会経済的属性に関する設問は，1990年代半ばから継続的に実施されて

いる全国標本調査であるSurveiSosialEkonomiNasional(SUSENAS)に統合されるこ

とになった．また，第2回センサス以降は，10年毎のセンサスの中間年に標本調査である

SurveiPendudukAntarSensus(SUPAS)が実施されている（第1回のSUPASの実施

は1976年）．標本の規模は実施年によって変化しており，1985年に約125,400世帯であった

SUPASの標本規模は，1995年には約200,000世帯，2015年調査では約652,000世帯に拡大

している．

第 7回目となる2020年センサスの実施に際しては，“SatuDataKependudukan

Indonesia”(OnePopulationDatainIndonesia)というインドネシア政府が定めた方針

のもと，内務省（KementerianDalamNegeri）が所管する住民登録システムによる情報

が，事前の調査対象者リストの作成および調査内容の検討に活用された（BPS2021b）．

この“SatuData”の取り組みは，各省庁や地方行政機関が独自に管理・運営する行政

データを共有し，効率的な行政運営に活用していくことを目的として2019年に発出された

「大統領令第39号」（PeraturanPresidenNo.39Tahun2019）によるものである．従来

はBPSが独自に実施していたセンサスについても，“MetodeKombinasi”(Combined

Method)として，内務省による住民登録システムによる情報を活用することにより，精

度の向上が図られた３）．
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2）1960年に設置された統計局（BiroPusatStatistik）は，1997年に中央統計庁（BadanPusatStatistik）

に改組された（増原 2017）．本稿では，いずれもBPSと表記する．

3）内務省の住民登録システムの詳細については次節を参照．



また，2020年センサスでは，初めてインターネットを活用したオンライン回答方式が導

入され，第一段階として2020年2月中旬から3月末まで（COVID-19の影響により最終的

に5月末まで延期）の期間を対象としてオンライン回答が受け付けらた．その後，第二段

階として，オンライン調査への未回答住民を対象とした調査員による訪問調査が2020年7

月（同様に9月に延期）に実施されることになった．オンライン調査による回答数は約

5,136万人で，2020年センサスによって把握された全人口の19％がオンラインで回答した

ことになる（Budietal.2021）．なお，2020年センサスでは，就業・教育・住居・障害の

状態等に関する項目，そして出生・死亡・移動といった人口動態事象に関する項目につい

ては，いわゆるロングフォームによる標本調査の対象とされ，当初2021年9月に調査が実

施される予定であったが，やはりCOVID-19の影響により2022年5月に延期された．本

稿執筆時点でBPSが公表している資料によると，ロングフォーム調査の対象となるサン

プル規模は，インドネシアの全世帯の5％に該当する約420万世帯となっている（BPS

2021c）．

2. 人口調査に依拠した人口動態の推計

インドネシアにおけるセンサス体系（センサス間標本調査SUPASを含む）は，国連

統計部（UnitedNationsStatisticsDivision）による指針に従って発展してきた．すな

わち，調査票の設計および調査項目の構成も，国際的な基準を満たす水準で整備・拡充さ

れた（Muhidin2002）．その結果，人口動態統計が整備されていない多くの発展途上国

と同様に，インドネシアにおいても出生・死亡・移動といった人口動態事象に関する基本

的な指標は，センサスをはじめとする各種の人口調査に依拠して算出されてきた．とくに

出生については，1961年の第1回センサスにおいて，既往出生数と生存子ども数といった

基本的な質問項目が既に設けられており，その後も，初婚年齢や期間，末子の出生年月や

すべての子どもの年齢に関する設問が加えられた．現在でも，1960年代以降の期間出生率

（TFR）の変化を一貫性のある指標によって観察する手法としては，センサス結果から得

られるデータに同居児法（Own-ChildMethod）を適用する間接的な推計が，ほぼ唯一の

アプローチとなっている（BPS2011;Hull2016;McDonald2014）．ただし，同居児法

によって把握される出生率については，とくに乳幼児死亡率が高い発展途上国では，子ど

も数の把握漏れによって過少に推計される傾向が知られており（たとえば Abbasi-

Shavazi1997），インドネシアでも例外ではないと考えられる．実際に，McDonald

(2014)は，2000年センサス結果に標準的な同居児法を適用して算出されるTFR（2.27）

が10％以上の過少推計となる可能性を指摘している．

センサス間標本調査SUPASは，10年ごとにしか実施されないセンサスによる情報を

更新するという基本的な目的をもつとともに，出生や死亡，そして移動といった動態につ

いては，センサスよりも詳細な項目を設けており，その範囲についても拡充が重ねられて

いる．例えば1985年以降のSUPASでは，既往出生すべてについて出生年月および現在

の生存状況を既婚女性に尋ねており，完全な出生歴（birthhistory）を把握できる設計
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になっている．一方，センサスでは，既往出生児数の他には1980年センサスと1990年セン

サスで末子のみを対象に出生年月を尋ねているが，この設問も2000年以降は廃止されてい

る．移動に関しては，センサスでは尋ねていない移動理由に関する設問がSUPASでは

1995年まで尋ねられていた（表1）．

1980年代に入ると，大規模標本調査によって個人（女性）の結婚・妊娠や出生歴に関す

る詳細な情報を回顧的に把握し，その集計結果を期間指標に組み替えることによって
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*1990年センサスまで，出生・死亡・移動に関する項目はロングフォームによる標本調査の対象とされた．
2000年・2010年センサスではショートフォームに統一されたが，2020年センサスでは再びショートフォーム
とロングフォームに分離された．2020年センサスのショートフォームによる標本調査の実施は2022年5月に
延期されており，本稿執筆時点（2022年3月）でショートフォーム調査票のレイアウトを含む質問項目の詳
細については公表されていない．
資料：Muhidin(2002)Table4.2および 2010年センサス，2005年・2015年SUPAS調査票をもとに作成．

表１ インドネシアのセンサスおよびセンサス間標本調査（SUPAS）による人口動態関連の設問

SUPASの実施年

1976 1985 1995 2005 2015

出生（既婚女性を対象）

既往出生数 〇 〇 〇 〇 〇

生存子ども数 〇 〇 〇 〇 〇

出生歴（すべての既往出生） 〇 〇 〇 〇

初婚年齢・期間 〇 〇 〇 〇 〇

死亡

過去5年間の死亡（世帯） 〇 〇 〇

（過去1年）

移動

出生地 〇 〇 〇 〇 〇

居住期間 〇 〇 〇 〇

前住地 〇 〇

5年前居住地 〇 〇 〇 〇 〇

移動理由 〇 〇 〇

センサスの実施年

1961* 1971* 1980* 1990* 2000 2010

出生

既往出生数 〇 〇 〇 〇 〇 〇

生存子ども数 〇 〇 〇 〇 〇 〇

末子の出生年月 〇 〇 〇 〇

初婚年齢・期間 〇 〇

子どもの年齢 〇 〇

死亡

過去5年間の死亡（世帯） 〇 〇

移動

出生地 〇 〇 〇 〇 〇 〇

居住期間 〇 〇 〇

前住地 〇 〇 〇

5年前居住地 〇 〇 〇 〇



TFRを推計する手法も採用されるようになった．しかしながら，BPSにも採用されてい

るDemographicandHealthSurvey（DHS）を用いて推計されるTFRについては，標

本バイアスに起因する過大推計の可能性が内外の研究者によって指摘されている（Hull

2016;HullandHartanto2009;McDonald2014）．具体的には，DHSの標本の特性と

して，有配偶女性の割合が高い（独身女性の割合が低い）ことが確認されており，若年層

における晩婚化の進展による出生率への影響が過少に反映されるという問題点が挙げられ

ている４）．HullandHartanto(2009)による検証では，DHSを用いて直接的に推計され

るTFRは，2002-03年の2.57から2007-8年には2.60と微増したが，それぞれ2000年と2010

年のセンサス結果に基づいて再生産年齢女性人口の年齢別有配偶割合を調整すると，同時

期のTFRは2.35から2.20に低下していることが示された．

このように，全国レベルでの登録システムに基づく人口動態統計が整備されていない状

況下で，インドネシアにおける出生率の計測は，センサスに依拠した間接的な推計と，標

本調査であるDHSを用いた直接的な推計に依存する状況が続いている．これらのアプロー

チは，いずれもデータの特性に起因する問題を抱えており，概して前者は過少推計，後者

は過大推計を生じさせる傾向にある．出生率が置換水準をうかがう水準にまで低下する中

で，過去50年以上に及ぶ家族計画プログラムの評価が政治的にも社会的にも関心を集めて

おり，より信頼性の高いエビデンスの提供が求められている５）．

異なるデータソースや手法を用いて推計される指標の精度が議論の対象となっている出

生率とは対照的に，死亡率については全人口を対象とした年齢（階級）別死亡率を直接的

に計測するためのデータそのものが存在しない状況が続いている．センサスやセンサス間

標本調査SUPASから把握される子どもの生存状況に関する情報を用いて乳児死亡率や

5歳未満児死亡率を算出したうえで，モデル生命表を適用し，各年齢階級の死亡率や平均

寿命を間接的に推計するという手法が，現在に至るまで標準的なアプローチとなってい

る６）．2015年に実施されたSUPASの結果に基づいて2018年8月にBPSが公表した最新

の将来人口推計（全34州別推計を含む）でも，将来の死亡率の仮定値設定の前提となる直

近の死亡率の動向の把握に際しては，基本的にはこの間接的な手法が用いられている

（BPS2018）．

センサス結果から把握される子どもの死亡状況に関する情報を用いて人口全体の死亡水
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4）一方，未婚女性による出生の影響が限定的であるという点について，HullandHartanto(2009)は，すで

に2000年代初頭にはインドネシアの都市部における人工妊娠中絶の20-60％（地域によって異なる）が未婚女

性よるものであると推計した Utomoetal.(2001)による報告をふまえたうえで，出生率の推計において婚

外妊娠および出生の影響を考慮しないことの問題点を指摘している．

5）例えば，Hull(2016)は，2000年代以降の地方分権化の取り組みの中で実施された行政改革によって，国家

家族計画調整委員会（BKKBN）を中心とする従来の中央集権的な家族計画プログラムの効率性や効果が弱まっ

たとする認識が，政策担当者の間では主流となっていることを指摘している．

6）McDonald(2014)は，この手法によってインドネシアの死亡率を推計する際に標準的に用いられるCoale

andDemeny(1966)の“West-model”が，19世紀の欧州（オーストラリア・ニュージーランドを含む）の経

験に基づくモデル生命表であることを踏まえたうえで，とくに死因構造の変化や医療体制をめぐる状況が著し

く異なる現在のインドネシアのような発展途上国に適用する問題を指摘している．



準を推計する方法は，基本的には1960年代から変化していない．しかしながら，子どもの

死亡率（乳児死亡率を含む）が大幅に低下し，その変動幅（改善の余地）が縮小する現在

のインドネシアのような状況においては，こうしたモデル生命表を用いた推計方法の妥当

性の低下が指摘されている（Muhidin2002;McDonald2014）．加えて，こうした計測

方法に基づく子どもの死亡率は，とくに乳児死亡のカバレッジ率の低さにより，過少に推

計される傾向にある．インドネシアについても，モデル生命表を用いて推計したBPS

（2012）は2006年の平均寿命を70.7歳としており，国連人口部（UN 2015）による推計の

69.6（2005-10年）とほぼ同水準にあるのに対し，センサス間生残率を用いてコーホート

規模に補正を加えたNasrun(2012)は，2010年の平均寿命を60.8歳と推計している．

このように，晩婚化による出生年齢の上昇，合計出生率の低下，中高年死亡率の改善と

いった新たな段階の人口動態を捉えるうえで，従来の代替的なリソースや手法による分析

の限界が顕在化しつつある．次節では，人口動態の把握状況も含めたインドネシアにおけ

る人口登録システムの概要と課題について整理する．

Ⅲ．インドネシアにおける人口登録システム

インドネシアにおいて，現代に至る人口登録制度の原型が導入されたのは，前述の T.

ラッフルズによるイギリスのジャワ統治時代の1815年とされる（BPS1993;Muhidin

2002）．当時の人口登録は，治安管理（polisireglement）を基本的な目的として実施され，

全人口が対象となった．登録の単位は村であり，村の代表者（通常，Kepaladesaと呼ば

れる村長）が，その土地の住民の登録に関して責任を負うというシステムであった．イン

ドネシアにおける各種の人口登録が，現在でも，villageregistrationあるいはvillagere-

portと呼ばれる所以である．1824年の英蘭協定によりジャワ島を含む島嶼部のオランダ

への帰属が確定して以降は，統治コストの削減を志向したオランダの東インド総督府によっ

て，イギリス暫定統治時代に整備された登録システムは廃止されることとなった

（Gardiner1982）．

その後，1849年にはヨーロッパからの入植者およびその家族を対象とした人口登録制度

が導入され，20世紀に入るとこの制度は中国系をはじめとするその他の「移民」にも適用

されていった．さらに1929年には，全住民を対象とする初めての人口登録制度がジョグジャ

カルタにおいて導入され，この制度のもと，出生・死産・死亡といった動態事象が村の責

任者に報告されることになった。この制度は，“tripikat”(threecopies)システムと呼ば

れており，現在，保健省によって管理されている登録制度の原型となっている．この登録

制度は1939年にはジャワ島全域に適用され，1945年のインドネシア独立後は全国に広まる

こととなった．

現在，インドネシアでは，複数の行政機関がそれぞれの目的に沿って独自の人口登録シ

ステムを運営している．以下では，その代表的なものである内務省，保健省，国家家族計

画調整委員会による登録システムについて，とくに出生や死亡といった人口動態事象の登
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録プロセスの概要とその問題点について整理する．なお，以下に示す各機関によって運営

されている人口登録システムの概要は，とくに断りのない限り，BPS(1993)，Muhidin

(2002)，Kusumaningrumetal.(2016)に依拠して筆者が整理・要約したものである．

1. 内務省（KementerianDalamNegeri）

1977年9月に出された大統領令第52号（KeputusanPresidenNo.52Tahun1977）を

受けて，内務省の地方行政自治総局（DirektoratJenderalPemerintahanUmum dan

OtonomiDaerah:PUDO）が，インドネシアにおける住民登録を所管する組織として位

置づけられた．出生・死亡・移動に関する個人および世帯単位の情報が，このシステムを

通じて各村の役所に登録されることになっており，行政システムの基本単位である村レベ

ルで登録された情報は， 内務省のデータベース Sistem InformasiAdministrasi

Kependudukan(SIAK)を通じて，県・市 → 州 → 中央レベルに集約される．村をは

じめとする地域レベルで登録されたデータは，「常住人口」（dejurepopulation）に関す

る基本情報となっており，原則として，この内務省のシステムに登録された人口が各地域

の公的な登録人口となる．

内務省の地方機関である地方行政局（BiroTataPemerintahanUmumあるいはBiro

Tapem）は州レベルで設置されているが，その組織構造や役割は地域によって異なる．

例えば，中部ジャワ州とアチェ州では，ともにBiroTapemが州レベルでの各種施策の策

定と実施を行うが，住民登録と人口動態統計（CRVS）に関わる業務を担当する部署は，

中部ジャワ州では「雇用・移住・人口部」（Disnakertransduk），アチェ州では住民登録

部（Disregduk）と呼ばれている（Kusumaningrumetal.2016）．さらに，県・市レベ

ルでは，「人口・住民登録部」（Disdukcapil）が設けられ，上述の内務省システムSIAK

の管理・運用を担っている．インドネシアでは，近年，地方分権化が進められていること

もあり，各州の政府が住民登録状況の把握・人口統計の作成に責任を負っているが，実際

に住民登録に関する各種の業務が実施されるのは，この県・市レベルにおいてである．内

務省が所管するこの登録システムにおける基本的なフローチャートは，図1のとおりであ

る．
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行政の最小単位でもある村（Kelurahan/Desa）レベルでの登録に用いられる登録フォー

ムや対象となる内容には以下のものが含まれる：

・家族登録カード（KartuKeluarga:KK）

・居住者カード（KartuTandaPenduduk:KTP）

・出生届（死産届を含む）

・死亡届

・移動届

このうちKKと呼ばれる家族登録カードは，住民登録情報を記載した住民票の役割を

果たしており，身分証明が求められる様々な場面で用いられる．村レベルで登録・収集さ

れた上記の情報は，月次報告のかたちで集約され，郡・区レベル，そしてさらに上位の県・

市および州レベルの担当部署に送られる．したがって，内務省によって管理されている登

録情報の精度は，その登録システムの末端の村レベルでの登録状況に強く依存する．家族

登録については世帯が登録の単位となり，世帯の住所，構成，性・年齢・世帯主との続柄・

出生地・出生年月日・配偶関係・宗教・教育・職業といった基本属性に加え，村への転入

年月日・前住地といった情報についても登録されることになっている．KKへの登録は任
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出所：Kusumaningrumetal.(2016),Appendix3をもとに作成．

図１ インドネシア内務省の出生登録システムの概要



意であるのに対して，居住者カード（KTP）への登録は，17歳以上のすべてのインドネ

シア人（インドネシア国籍保持者）に義務付けられており，名前・性・出生年月日・血液

型といった個人の属性が登録される７）．

このように，内務省による登録システムでは，出生・死亡・移動といった動態イベント

も対象とされていることもあり，人口統計のリソースとしての役割も期待されるところで

あるが，その信頼性は高くない．例えばKTPに関しては，居住地の移動に伴ういわゆる

二重登録をチェックしたり修正するための機能や体制が整備されていないために，KTP

への登録情報に基づいて把握される人口は常に過大推計となる可能性がある．とくに，ジャ

カルタをはじめとする大都市部での求職に際しては，当該地域の居住者であることが必須

となるため，地方からの移動者は移動先で住民登録をする傾向が強いとされる（Muhidin

2002）．また，出生や死亡の登録に関しては，所定のフォームに記入して登録するという

手続きについての意識が十分に高いとは言えず，非大都市部や農村部では口頭による伝達

によって済まされる傾向が強く，当局による強制力も強くない（Kusumaningrumetal.

2016）．したがって，全国で統一的なシステムを構築しているとはいえ，内務省による住

民登録制度は，人口統計資料の提供という点において有効な役割を果たしているとは言え

ないのが現状である．

2. 保健省（KementerianKesehatan）

インドネシアの保健省は，前述のとおり“tripikat”システムと呼ばれる独自の登録シ

ステムを1960年代後半から運用しており，出生・死産・死亡の発生に関するデータを収集

している．すべての住民を対象に，これらの事象が発生した場合には各村の責任者が専用

のフォームを用いて登録することになっているが，その実施について法的な強制力はない．

保健省では，母子保健に関する情報を収集・記録するための登録制度も運用しており，

このシステムは，出生登録と同様に村および郡・区レベルの地域保健センターや保健サー

ビス担当部局の活動によって維持されている（図2）．助産師は，それぞれが担当する地

域内の妊婦を対象に，KohortIbuと呼ばれる日本の母子保健手帳に該当するフォーマッ

トに健康状態などを記録することになっており，出産時には，KohortBayiと呼ばれる

フォーマットに新生児が登録される．このことから，インドネシアにおける助産師は，保

健省が所管する地域母子保健システムにおいて，日本では保健師に該当する業務を担って

いると考えられる．なお，助産師には，出産時にSuratKeteranganLahir（SKL）と呼

ばれる出生証明を発行する役割も与えられており，これは上述の内務省による登録システ

ムにおいて出生登録をする際に提出が求められる書類の一つとなっている．
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7）17歳未満でも未婚者以外はKTPによる登録が義務付けられている．



内務省による登録システムと同様に，保健省のシステムにおいても，死亡登録は基本的

には出生登録と同じフローをたどる．すなわち，保健省の登録システムでは，各地域の助

産師が死亡の登録を担っており，妊産婦死亡についてはKohortIbu,乳児死亡について

はKohortBayiにぞれぞれ登録される．妊産婦死亡と乳児死亡の低下は，国の保健政策

の主要目標の一つに位置付けられているが，そのモニタリング体制を担うのが保健省によ

る登録システムであり，それぞれ発生の24時間以内に医師の指導のもと地域保健センター

（Puskesmas）に報告されることになっている．ただし，助産師の活動がカバーする対象

は限定されるために，とくに成人男性や高齢女性が医療機関外で死亡した場合には，その

把握と登録は困難となる（Kusumaningrum etal.2016）．なお，PratiwiandKosen

(2013)によると，病院などの医療機関によって登録される死亡の割合は8％という低い

水準となっている．

このように，保健省による登録システムは，基本的には母子保健の促進を目的として管

理・運用されており，人口動態に関する統計の収集・管理を本来の目的としたものではな

い点には注意が必要である．すなわち，技術的にも担当者のキャパシティにおいても，人

口動態の分析に耐えうるような精度の高いデータを提供するシステムとしては機能してい
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図２ インドネシア内務省の出生登録システムの概要

出所：Kusumaningrumetal.(2016),Appendix4をもとに作成．



ないのが現状である．

3. 国家家族計画調整委員会

（BadenKependudukandanKeluargaBerencanaNasional:BKKBN）

過去数十年間のインドネシアにおける社会経済開発において，家族計画プログラムは最

も重要な施策の一つとされてきたが，その推進を担うのが1970年に大統領直属の組織とし

て設立された国家家族計画調整員会（BadenKependudukandanKeluargaBerencana

Nasional:BKKBN）である．BKKBNには，家族計画プログラムの実施を通じて，その

施策の対象となる夫婦に関する情報が集積されている．例えば，避妊の実施状況といった

具体的な項目についても，R/I/PUSと呼ばれる専用のフォームを用いた年に一度の全数

調査が行われ，国内のすべての対象世帯（カップル）からの回答が各地域の保健の保健セ

ンターに直接提出されることになっている．そのうえで，県・市レベルの各地域に配置さ

れた担当者により，それぞれの担当地域に関する月次報告がジャカルタのBKKBN本部

に送られる．

前述の内務省による人口登録システムと同様に，家族計画プログラムによって把握され

るデータの精度は，担当者レベルでの登録・収集状況に極めて強く依存する．とくに，フィー

ルド担当者によるカバー状況の違いは大きく，地域によって個別の調査員が担当するエリ

アの範囲も異なる．何よりも，家族計画プログラムのフィールド担当者は，プログラムの

着実な実施，指導，モニタリングが主たる任務とされており，データの登録（R/I/PUS

の提出）状況の把握および指導，月時報告書の作成にまで時間と労力を費やせないという

状況にある（Kusumaningrumetal.2016）．

Ⅳ．おわりに

インドネシアでは，人口増加が減速するとともに，今後高齢化が急速に進行することが

見込まれ，それに対応した保健福祉制度の整備や社会経済システムの構築が急がれている．

精度の高い人口統計に依拠した分析は，各種の施策の立案と評価に不可欠であるが，出生

や死亡に関する全国レベルでの人口動態統計が整備されておらず，人口動態の計測や分析

も静態統計や各種の標本調査に依存する状態が続いている．とりわけ，置換水準に接近す

る出生率の低下や中高年死亡率の改善といった新たな段階に入りつつある人口動態を捉え

るうえで，従来の代替的なリソースや古典的な手法による分析の限界が顕在化している．

住民登録および動態統計（CRVS）に関連するシステムについては，内務省，保健省，

国家家族計画調整委員会といった行政機関が，それぞれの目的に沿って独自の登録システ

ムやデータベースを運用しているものの，統一した運用や情報の共有は行われていない．

また，いずれのシステムも伝統的な社会単位であり行政の最小単位でもある村レベルでの

登録に依拠しているが，統計データの収集・管理を本来の目的としていないこともあり，

人口動態の分析に耐えうるような精度の高いデータを提供するシステムとしては機能して
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いないのが現状である．結果として，住民登録のカバレッジは依然として低く，インドネ

シアにおける5歳未満の未登録児の数はインド，ナイジェリア，パキスタン，エチオピア，

バングラディシュ，コンゴに次いで多いと推計される (UNICEF2013)．18歳未満人口の

登録率についても，2010年代半ばにおいて60％未満に留まっているのに加えて，社会経済

階層間の格差が大きいことから，住民登録のカバレッジ拡大は，インドネシア政府の貧困

削減政策の一環として重点的に取り組まれてきた（Kusumaningrumetal.2016）．一方

で，貧困削減に関連する適切な目標値の設定そのものが，住民登録および動態統計の未整

備によって阻害されるという状況が続いている（FisherandMyers2011）．

こうした状況の中，2014年より標本登録システム（SampleRegistrationSystem:

SRS）が立ち上げられ，これまでに全国から無作為に抽出された128郡区の約800万人を対

象に，出生・死亡に関する情報が継続的に記録されている（Usmanetal.2019;Pratiwi

andKosen2013）．Usmanetal.(2019)によると，プログラムの開始から2017年までに

対象地域における死亡に関する情報の55-72％（地域によって異なる）が記録され，循環

器疾患・糖尿病・慢性肺疾患などが主たる死因として特定されるなど，従来の動態統計で

は把握されなかった死因構造の解明も進んでいる．SRSから得られた知見は，今後，全

国レベルの人口動態統計システムの整備に活かされることが期待される．

2020年センサスの実施に際しては，インドネシアのセンサスとして初めてインターネッ

トによるオンライン回答方式が導入されたのに加え，内務省が管理する住民登録システム

による情報が部分的に活用された．COVID-19の影響により，ロングフォームによる標本

調査の実施には遅れが生じているものの，こうした新しい取り組みの成果もあり，2021年

1月には速報結果が予定通り公表された．今回のセンサスの実施に際しても具現化された

ように，政府が進める“SatuDataKependudukanIndonesia”(OnePopulationDatain

Indonesia)という方針のもと，各省庁や地方行政機関が独自に管理・運用する行政デー

タを共有する試みが始まっているが，その進展と成果については引き続き検証する必要が

ある．
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DevelopmentandChallengesofthePopulationStatisticsSystems
inIndonesia:

AnOverviewwithaFocusontheCensusandRegistrationSystems

NAKAGAWAMasataka

Indonesiaisenteringanewphaseofdemographictransitionwithfertilitydeclineapproaching

thereplacementlevel,andmortalitydeclineextendingtotheadultandelderlypopulation.Registra-

tionofdemographiceventsisanessentialinstrumentforevidence-basedpopulationandoverallso-

cialdevelopmentpolicies.Owingtotheunderdevelopmentofcivilregistrationandvitalstatistics

systems,however,monitoringandanalysisofpopulationdynamicsandvitaleventsheavilyrelyon

alternativeresourcessuchascensusandsurveys.Severalgovernmentministriesandagenciessuch

astheMinistryofHomeAffairs,theMinistryofHealth,andtheNationalPopulationandFamily

PlanningBoardoperatetheirownregistrationsystems,whichruninparallelwithlimitedcapabili-

tiestoprovidereliablevitalstatisticsintermsofcoverageandquality.Thesampleregistrationsys-

tem(SRS)waslaunchedin2014andhasbeenconductedwithasampleofover8million

individualsacrossthecountry.FindingsandlessonsfromtheSRSareexpectedtoprovideevidence

forfurtherdevelopmentinthenationalvitalstatisticssystems.Progresseshavebeenalsomadein

the2020census,inwhich,aspartofthegovernment's"OneData"policy,theso-called"combined

method"wasintroducedbyutilizingadministrativedataforthepre-listingandverificationproc-

esses.

Keywords:Indonesia,census,civilregistration,vitalstatistics


